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●中国から米国への輸出は減少 

 米国による関税引上げにより、中国から米国への輸出は減少が進んでいる。米国商務省の統計によると、直

近の5月は前年比で2ケタ減となっている（図表1）。関税引上げ当初は、駆け込み輸出などの動きから、前年

を上回る傾向もあったが、今年に入ってからは前年比でマイナス

が続いている。 

 その一方、ここへきて取りざたされているのが、対米輸出の中

国から第三国へのシフトである。 

高い関税負担を避けて、生産拠点を中国から移す動きが進行す

る中、結果として、東南アジアなどから米国への輸出が増えつつ

ある。 

  

●中国からの生産拠点のシフト 

図表2は、アジアから米国への輸出に関する、金額ベースでの

変化である。関税引上げ以降は、中国が減少する一方、アジアNIEs、

ASEANは増加が続いている。中国の減少を、アジアNIEs、ASEANが

そのまま代替しているわけではないが、両者のトレンドははっき

りと分かれている。 

 さらに、アジアNIEs、ASEAN それぞれの動きを国別にみると、

アジアNIEsは韓国と台湾の増加が続いており、特に直近では台湾

の増加が目立っている（図表3）。 

 一方、ASEAN で目立つのはベトナムの増加である。18年中はイ

ンドネシアやマレーシアの増加も目立つが、今年に入ってからは、

ほぼベトナムの増加が大半を占めている（図表4）。 

 これらを総合すると、中国からの生産拠点のシフト先について

は、台湾とベトナムが中心と考えられる。 

 

●台湾とベトナムへの生産移転 

 これらは実態面と照らし合わせても、ある程度説明が可能とみ

られる。 

 世界的なファウンドリーの生産拠点が集積している台湾は、生

産の増加などの要請にも、早い段階からの対応が可能であったと

みられる。 

 一方、ベトナムは人件費の安さなどから、かねてから「ネクス

トチャイナ」の一つとして注目を集めてきた。今回の貿易摩擦の

発生以降も、生産拠点のシフト先として名前がよく上がっている。

すでにベトナムに拠点をもっている企業は、今回の対応として、

テーマ：企業による中国からの生産拠点のシフト 

～主な受け皿は台湾とベトナムか～ 
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（出所）米国商務省「U.S. Trade in Goods by Country」、以下同じ

（％） 中国による米国への輸出の推移（前年比）

米国による第1～3弾
関税措置の発動
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いち早くシフトを進めたものとみられる。 

 今後は、貿易摩擦の発生当初に立ち上げられた拠点も加わる中で、さらにアジアNIEs、ASEANでの生産は拡

大が進むことになろう。特に、ASEANについては、ベトナムの生産がさらに増えるほか、タイやマレーシアな

どの動きにも注目される。 

 

●今後の注目点 

 足元は米国による新たな関税引上げの動きは見送られており、ひとまず平静を保っているが、企業は第4弾

関税を見据えた動きを進めている。米中間の交渉は落とし所が見えず、米国の姿勢が再び強硬化する可能性は

否定できない。現在の不安定な状況からすれば、時間のあるうちに対応を進めておくという企業の判断は、お

おむね合理的といえよう。 

もともと中国では賃金の上昇が続いており、生産拠点としては魅力を失いつつあった。今回の米中貿易摩擦

は、あくまでその駄目を押すものであり、根本的な問題は今に始まったものではない。 

 結局のところ、仮に米国による新たな関税引上げがなかったとしても、中国から米国向けの輸出は減少が進

む可能性が高いとみるべきであろう。 
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